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関西電力の概要関西電力の概要

販売電力量 1,459億kWh
内訳 492億kWh（電灯）

966億kWh（電力）

契約口数 1,340万口

内訳 1,227万口（電灯）

113万口（電力）

送電線（亘長） 12,826 km
配電線（亘長） 135,574 km

水力発電所 １４８ヶ所

火力発電所 １２ヶ所

原子力発電所 ３ヶ所

合計 １６３ヶ所

原子力

水力
９%

LNG
２1%

1８%
石炭

石油他

１０%

41%

※他社受電分を含む（融通・揚水用電力量は含まない）。

■発電電力量構成
（2008年度）

■供給エリアと主要設備

写真 関西電力本店ビル

「地球温暖化防止活動環境大臣賞」受賞

（2005年11月）

１%
新エネなど

非化石比率非化石比率

５１％５１％

■販売電力量等

（2009年3月31日現在）
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電源別発電電力量の推移電源別発電電力量の推移
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電源別発電電力量の推移
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お客さまへ快適なエネルギー供給サービスを提供するために、安定供給確保（お客さまへ快適なエネルギー供給サービスを提供するために、安定供給確保（Energy SecurityEnergy Security）、）、

環境保全（環境保全（EnvironmentEnvironment）、経済性（）、経済性（EconomyEconomy）の３つの「Ｅ」の同時達成するための電源のベスト）の３つの「Ｅ」の同時達成するための電源のベスト

ミックスを中長期な視点から追及してきた。ミックスを中長期な視点から追及してきた。
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1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

関西電力のＣＯ関西電力のＣＯ２２排出原単位の推移排出原単位の推移

CO2排出原単位
（kgCO2/kWh）

4261

1206

CO2排出量（億トン）

販売電力量（億kWh）

0.353
（目標）

2008-12平均 0.282程度

0.15
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0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

1459

0.355

0.299

約800万トン
オフセット

4360

排出原単位目標（排出原単位目標（20082008～～20122012年の年の55年間平均で年間平均で0.282kgCO0.282kgCO22/kWh/kWh程度）の達成に向け取組む。程度）の達成に向け取組む。

中長期的に、さらなる低減に向けた取組みを進める。中長期的に、さらなる低減に向けた取組みを進める。

京都議定書
第1約束期間

さらなる低減さらなる低減
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低炭素社会の実現に向けた当社の考え方低炭素社会の実現に向けた当社の考え方

排出原単位の低い電気を供給し、需要サイドの効率改善とともに低炭素エネルギーへの排出原単位の低い電気を供給し、需要サイドの効率改善とともに低炭素エネルギーへの

シフトを推進することで、低炭素社会の構築に貢献する。シフトを推進することで、低炭素社会の構築に貢献する。

CO2＝
販売電力量

（kWh） 販売電力量（kWh）

使用燃料（MJ）

使用燃料（MJ）

排出量（kgCO2) オフセット

（京メカなど）
× × －

送配電ロスの
低減

原子力
利用率向上

再生可能

エネルギー導入

発電所の

高効率運用

負荷率の向上

コスト効果的な
オフセット

原単位の改善

国内で排出されるCO2 電気 他エネルギー等

省エネルギー支援

低炭素エネルギー
へのシフト

電気の低炭素化

さらなる取組み

＋

＋

経済成長や快適な暮らしと両立する経済成長や快適な暮らしと両立する

低炭素社会の実現低炭素社会の実現

持続可能な低炭素社会への現実的な解決策

高効率機器の導入

低炭素エネルギーの
採用

供給サイド需要サイド
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低炭素社会のメインプレーヤーへの挑戦低炭素社会のメインプレーヤーへの挑戦

関電の
スマートグリッドの構築

関西における持続可能な
低炭素社会の実現

技術開発の推進

■ お客さまの省エネ・省CO2に貢献する技術開発

■ 関電のスマートグリッドを構築するための技術開発

■ 次世代の発電技術、低炭素社会につながる技術開発

■ お客さまの省エネ・省CO2に貢献する技術開発

■ 関電のスマートグリッドを構築するための技術開発

■ 次世代の発電技術、低炭素社会につながる技術開発

■ 植林プロジェクト

■ 京都メカニズムの活用

■ 途上国における環境技術移転、

新エネルギー事業への取組みの推進

■ 植林プロジェクト

■ 京都メカニズムの活用

■ 途上国における環境技術移転、

新エネルギー事業への取組みの推進

海外での取組み

地球規模での持続可能な低炭素社会の実現に貢献地球規模での持続可能な低炭素社会の実現に貢献

関西ｅ-エコ戦略

お客さまと社会の省エネ・
省コスト・省CO2への貢献

電気の
低炭素化の加速

関西電力グループ長期成長戦略２０３０
（H22.3公表）
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電気の低炭素化の加速電気の低炭素化の加速

お客さまお客さま

風力

■電力流通ネットワーク
・出力が不安定な太陽光発電などの

新エネルギーを大量に受入れ、
安定的な電気としてお届けする

・設備の維持、更新、高度化

太陽光発電

火力火力

原子力原子力
揚水揚水水力水力

■需給調整力の確保
需給調整（周波数変動、余剰電力等）に
柔軟に対応できる電源設備の維持・運用

原子力既設プラントの有効活用と合わせ、将来的な新設・リプレースなど原子力を基軸に、お客さまと手を携え原子力既設プラントの有効活用と合わせ、将来的な新設・リプレースなど原子力を基軸に、お客さまと手を携え
た太陽光発電普及の推進など、再生可能エネルギーも積極的に拡大し、電気の低炭素化を加速させる。た太陽光発電普及の推進など、再生可能エネルギーも積極的に拡大し、電気の低炭素化を加速させる。

＜非化石電源比率＜非化石電源比率 ：： 約５割約５割(2008) (2008) →→ 約６～７割約６～７割(2030)(2030)＞＞

メガソーラー

■太陽光発電普及の推進
太陽光発電などの新エネルギー
の受入れ、連系

■原子力発電比率の拡大
安全・安定運転の継続による利用率の
維持・向上
既設プラントの有効活用と合わせ、将来
的な新設・リプレース

■新エネルギーの積極的な導入
経済性のある案件を中心とした自社
グループによる開発・導入

■水力の維持・拡大
既設水力の維持に加え、
リフレッシュに伴う出力アップや
経済性のある中小水力の開発

■火力の高効率化
設備更新等による熱効率の向上

バイオマス

お届け

余剰受入れ
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配電用変電配電用変電
所所

遠隔制御型
SVR/SVC

ｾﾝｻ内
蔵ｽｲｯﾁ

分散型電源

発電所発電所

メガソーラー

風力

次世代配電自動化

料金計算
センター

ＳＶＲ（Step Voltage  Regulator
：高圧配電線用自動電圧調整器

ＳＶＣ（Static Var Compensator）
：静止形無効電力補償装置

新計量システム

中央給電指令所
WEB通知等

計測 制御

蓄電池蓄電池
ｲﾝﾊﾞｰﾀｲﾝﾊﾞｰﾀ

給電制御所等

基幹系変電所基幹系変電所

蓄電池蓄電池ｲﾝﾊﾞｰﾀｲﾝﾊﾞｰﾀ

火力火力原子力原子力 揚水揚水 水力水力

新計量計器

■エネルギーの見える化

省エネ・省コスト・省ＣＯ２をサポート

お客さまお客さま

電力用通信回線

電力系統

一般通信網

凡例

■配電系統の高度化
・電気の品質の維持・向上

（電圧制御の高度化等）
・より効率的な設備形成

■電源・流通設備の維持・更新

低炭素電源を安定的に受入れるための設

備維持・更新

■需給調整力の確保

太陽光発電の出力予測技術の開発

■需給調整力の向上

蓄電池による需給制御技術の開発

関西電力のスマートグリッドの構築関西電力のスマートグリッドの構築

出力が不安定な太陽光発電等の新エネルギーを電力系統に取り込むことで、安定的な電気に変えて、出力が不安定な太陽光発電等の新エネルギーを電力系統に取り込むことで、安定的な電気に変えて、

お客さまにお届けする。また、「エネルギーの見える化」などのお客さまサービスを提供する。お客さまにお届けする。また、「エネルギーの見える化」などのお客さまサービスを提供する。
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お客さまと社会

○省エネ・省コスト・省ＣＯ２に
対するニーズの高まり

関西電力グループ

○ヒートポンプ技術等を活用した
高効率機器やＥＶ

×
○低炭素な電気エネルギー

○省エネ・省コスト・省ＣＯ２を達成

お客さま満足の向上

低炭素社会の実現

○低炭素社会を支える盤石の基盤づくり
・非化石電源比率の向上

・計画的な設備投資（高経年化対応）

・太陽光発電の普及拡大局面における

系統の安定化

さらなる低炭素社会へ

低炭素エネルギーへのシフト

高
効
率
機
器
の
普
及
拡
大

電
気
の

一
層
の
低
炭
素
化

お客さまと社会の省エネ・省コスト・省ＣＯ２

への貢献（電化提案）

さらなる省ＣＯ２

お客さまと社会の省エネ・省コスト・省お客さまと社会の省エネ・省コスト・省COCO22への貢献への貢献

お客さまと社会の省エネ・省コスト・省ＣＯお客さまと社会の省エネ・省コスト・省ＣＯ２２に貢献し、さらなる「お客さま満足の向上」とに貢献し、さらなる「お客さま満足の向上」と

「低炭素社会の実現」につながる好循環を目指す。「低炭素社会の実現」につながる好循環を目指す。
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「オール電化「オール電化++」による需要サイドの対策」による需要サイドの対策

○社用車として○社用車として20202020年までに年までに15001500台導入予定。台導入予定。

○関西○関西電気自動車普及電気自動車普及推進協議会を設立し、合理的な推進協議会を設立し、合理的な
インフラ整備の方策検討など、実態調査研究を開始。インフラ整備の方策検討など、実態調査研究を開始。

・調査期間・調査期間 ２年間（平成２年間（平成2222年年44月～）月～）

・参加企業・参加企業 三菱自動車工業、三菱商事、三菱自動車工業、三菱商事、
三菱オートリース、関西電力、三菱オートリース、関西電力、
自治体など自治体など
2525事業者・団体（事業者・団体（H22.4.1H22.4.1現在）現在）

「オール電化＋太陽光発電」「オール電化＋太陽光発電」

太陽の熱も光も、太陽のエネルギーを最大限にくらしに太陽の熱も光も、太陽のエネルギーを最大限にくらしに

取り入れれば環境にやさしく経済的に。取り入れれば環境にやさしく経済的に。

2840
Kg-CO2

2300
Kg-CO2

1730
Kg-CO2

オール
電化分

オール
電化分

自家消費分

約
19
％
削
減

約
39
％
削
減

都市ガス併用住宅 オール電化住宅
（ｴｺｷｭｰﾄ採用の場合）

オール電化住宅
（ｴｺｷｭｰﾄ採用の場合）

＋
太陽光発電

○ヒートポンプ技術により高効率で環境性が高く、○ヒートポンプ技術により高効率で環境性が高く、

経済性にも優れた給湯器。経済性にも優れた給湯器。

○家庭部門の○家庭部門のCO2CO2削減に大きな効果。削減に大きな効果。

エコキュートエコキュート
「ヒートポンプ技術」とは

空気中の熱（ヒート）をくみ上げ（ポンプ）
て、熱エネルギーを得る技術のこと。

空気中の熱を有効活用するから、使う
電気の3倍以上の熱エネルギーを得ら

れます。
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火力発電所の高効率化火力発電所の高効率化

火力発電所の熱効率向上は、化石燃料の節約につながり、CO２排出量を抑制することが出来る。

堺港発電所

姫路第二発電所

設備概要 熱効率 CO２排出係数

200万kW
1500℃級コンバインドサイクル
2009年4月運転開始予定

291.9万kW
1600℃級コンバインドサイクル
2013年10月運転開始予定

41 → 58％
0.51 → 0.36

kg-CO2/kWh

42 → 60％
0.470 → 0.327

kg-CO2/kWh

約３割

低 減

姫路第二発電所（完成予想図）

世界最高水準
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石炭火力発電とバイオマス混焼石炭火力発電とバイオマス混焼

○石炭火力発電は、エネルギーセキュリティおよび経済性の観点から、重要な技術。

○石炭火力の舞鶴発電所では、2008年度よりバイオマス燃料である木質ペレットを燃料とした
発電（石炭との混焼）を開始。これにより石炭の消費が抑制され、年間約９万トンのCO２

抑制効果が期待できる。
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水力発電の維持・拡大水力発電の維持・拡大

*河川維持流量：
ダム下流の景観の保全等、
河川環境の維持のために
放流する必要流量

発電出力 発電電力量 運転開始予定

大桑野尻発電所 ４８０ｋW 約３５０万ｋWh／年 平成23年6月

新黒薙第二発電所（仮称） １９００ｋW 約１２００万ｋWh／年 平成24年12月

大桑野尻発電所の例

*
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新エネルギーの導入計画新エネルギーの導入計画

堺第7-3区太陽光発電所（仮称）

事業者

設置場所

発電出力

工期

CO2削減効果

：関電エネルギー開発㈱

：兵庫県淡路市の北部

：24,000kW（2,000kW×12基）

：平成22年度末竣工予定

：約14,000ｔ/年

：関西電力㈱

：堺第7-3区産業廃棄物埋立処分場

：約10MW

：平成21年度着工

平成23年度運転開始予定

：約4,000t/年

事業者

設置場所

発電出力

工期

CO2削減効果

淡路風力発電所

（最終完成予想図）
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太陽光発電の大量導入に伴う技術的課題太陽光発電の大量導入に伴う技術的課題

主な課題 対策

①

電 圧

【配電線の電圧上昇抑制】

配電線の電圧が上昇
配電網の強化

【予想精度の確立】

太陽光発電量をどう予測するか
太陽光の出力予想ｼｽﾃﾑの開発

太陽光発電の出力抑制【余剰電力の吸収】

需要の少ない時期に太陽光発電電力が余剰となる 蓄電池の設置

太陽光出力把握ｼｽﾃﾑの開発
【周波数調整力の確保】

火力等の周波数調整力が不足 世界最先端の高機能化ｼｽﾃﾑの開発

②

周波数

一斉解列しない機器の開発

単独運転防止装置の開発

【一斉脱落の防止】

瞬時電圧低下で一斉解列※1

(周波数低下などによる事故拡大の可能性)

【単独運転検出】

単独運転の継続※2(感電災害の危険性)

③

信頼度

その他

※1:電力系統の故障等による瞬時電圧低下などに対して、分散型電源の制御装置が反応し、一斉に電力系統から離脱する事象のこと

※2:電力系統の故障等により上位系統からの電力供給が停止された時に、局所的な系統負荷（需要）に対して、分散型電源が電力を
供給している状態のこと
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風力・太陽光発電の課題（出力安定性）風力・太陽光発電の課題（出力安定性）

太陽光・風力等の再生可能エネルギーは、発電出力が風量や天候などの気象条件に左右され安定しないた
め、必要な時に電気を使えない、電気を安定して送るのに必要な周波数や電圧を維持できない等の安定供給
上の課題がある。

電気は貯蔵できないため、一般電気事業者が瞬時瞬時の需給調整を行なっているが、予測不能で出力変動
の激しい再生可能エネルギーには、需給調整機能がなく、逆に、導入が進むほど他の需給調整電源（例えば
石油火力など）に負担をかけているのが実情。
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太陽光発電の出力変化風力発電の出力変化（月間）

【出典】総合資源エネルギー調査会 新エネルギー部会

大規模・集中的な拡大のためには、蓄電池設置などで
膨大な送配電ネットワークへの対策が必要

コストを誰がどのように負担するのかが最大のポイント
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風力・太陽光発電の周波数への影響風力・太陽光発電の周波数への影響
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太陽光導入拡大による需給運用への影響太陽光導入拡大による需給運用への影響
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光ファイバー網など光ファイバー網など

新計量システム新計量システム導入に向けた取組み導入に向けた取組み

■新計量システムとは

お客さまのご家庭に設置している電力量計に通信機能を持たせ、面的に整備された

光ファイバー網などを活用して、計量関係業務を管轄の営業所から遠隔で実施するシステム

＜エネルギーコンサルティングの充実＞

・検針票Ｗｅｂ通知サービス

＜停電復旧作業の迅速化＞

・電力量計の遠隔監視による停電範囲の

早期特定

＜現場作業の効率化・安全化＞

・計量関係業務の遠隔実施による作業の効率化

・危険箇所における作業安全の確保

＜配電設備形成の合理化＞

・低圧負荷管理の精度向上

「お客さまサービスの向上」「お客さまサービスの向上」「業務運営の改善」「業務運営の改善」

■目的
営業所

遠隔検針遠隔検針

業務運営の改善およびお客さまサービス向上の観点から新計量システムを導入業務運営の改善およびお客さまサービス向上の観点から新計量システムを導入
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エコキュートによるエコキュートによるCOCO22排出量の大幅削減排出量の大幅削減
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太陽光発電とオール電化（エコキュート）による太陽光発電とオール電化（エコキュート）によるCOCO22削減削減
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ヒートポンプによる再生可能エネルギーの活用ヒートポンプによる再生可能エネルギーの活用
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火力発電に関する研究開発火力発電に関する研究開発

火力発電所の排ガスからＣＯ２を分離・回収・貯留する技術の開発を進めている。

■ＣＯ２分離・回収技術（排煙脱炭技術）の開発

1990年から、三菱重工業㈱と共同で化学吸収法の

技術開発に取組んでいます。南港発電所にパイロット

プラントを設置、これまでに世界最高効率の吸収液

「KS-1」を開発し、トップレベルのＣＯ２分離・回収技術

を確立し、現在も吸収液の更なる改良・経済性の向上

などに努めています。

■日本CCS調査株式会社

・CCSの技術調査、研究開発及び事業化調査を行う。

・電力、石油元売り、鉄鋼などが出資し、2008年5月設立。

・大規模実証試験の早期実施に向けたNEDOの委託事業、

経産省の補助事業・委託事業をこれまで実施。

処理ガス
天然ガス焚き

ボイラー排ガス

ＣＯ２濃度 約１０％

処理ガス量
600m3N/h

(発電出力
200kW相当)

ＣＯ２回収量 2 t/日

■CCSの課題

・高コスト（特にエネルギー使用量の削減）

・大規模実証試験による知見の集約

・分離・回収、輸送、圧入・貯留の統合システムとしての最適化

・既設発電所への適用方法

・貯留候補サイトのデータ収集

・モニタリング、挙動解析手法の確立

・永続性を含めた国際的ルールの確立

・関連法整備

・非常時の対応策

・周辺地域への理解活動
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石炭ガス化複合発電（石炭ガス化複合発電（IGCCIGCC）に関する取組み）に関する取組み

■設立日 Ｈ１３．６．１５

■事業内容 石炭ガス化複合発電(IGCC)に関する試験・研究

■資本金 １億円

■出資企業 北海道電力(3.25%)、東北電力(8.35%)、東京電力(32.30%)、

中部電力(14.25%)、北陸電力(2.90%)、関西電力(16.75%)、

中国電力(6.25%)、四国電力(2.95%)、九州電力(8.70%)、

電源開発(4.30%)

■所在地 福島県いわき市岩間町川田102-3

実証試験スケジュール

250MW級

目標熱効率
※ＬＨＶ（ＨＨＶ）

出力

IGCC実証機の仕様

４８％（４６％）発電端

勿来ＩＧＣＣ実証機

㈱クリーンコールパワー研究所（CCP）の概要
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海外での取組み海外での取組み

地球規模での温暖化対策であり、当社の

ＣＯ２削減目標達成にも使うことができること、

また国際貢献の観点からも重要と認識

↑ベトナム小水力CDM

←中国小水力CDM↑ニュージーランド風力JI

↓オーストラリア環境植林
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